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一般社団法人環境技術普及促進協会（以下「協会」という。）では、環境省から脱炭素成長型

経済構造移行推進対策費補助金の交付決定を受け、ペロブスカイト太陽電池（PSC）導入初期に

おけるコスト低減と継続的な需要拡大に資する社会実装モデルの創出を目的とする「ペロブスカ

イト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業」※１を実施します。この事業は、

環境省、経済産業省及び国土交通省の連携事業となり、①ペロブスカイト太陽電池等の導入を行

う事業、②ペロブスカイト太陽電池等の導入に向けた事前調査や導入計画策定を行う事業の２事

業で構成されています。 

本公募では、令和８年度予算によるペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向け、

上記事業のうち②ペロブスカイト太陽電池等の導入に向けた事前調査や導入計画策定を行う事業

（ＰＳＣ調査・計画事業。以下「本補助事業」という。）の募集をいたします。 

 

本補助事業の概要、対象事業、応募方法及びその他の留意事項は、この公募要領に記載してい

ます。また、公募要領を補完する目的で Q&A 集を作成していますので、応募される方は併せて

熟読願います。  

 

採択された場合には、本補助事業の交付規程※２及び実施要領※３に従って手続き等を行ってい

ただくことになります。  

 

※１ 令和８年度脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金（ペロブスカイト太陽電池の社

会実装モデルの創出に向けた導入支援事業） 

※２ 令和８年度脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金（ペロブスカイト太陽電池の社

会実装モデルの創出に向けた導入支援事業）交付規程（令和８年７月 21 日付け環技業

（8t 陽）第 26072101 号改正） 

※３ ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業実施要領（令和

７年４月 18 日付け環地温発第 25041831 号） 

 

  



 

 

 

 

本補助金については、国庫補助金である公的資金を財源としておりますので、社会的にその適

正な執行が強く求められており、当然ながら、協会としましても、補助金に係る不正行為に対し

ては厳正に対処します。 

従って、本補助金に対し応募の申請をされる方、申請後、採択が決定し補助金の交付決定を受

けられる方におかれましては、以下の点につきまして、十分ご認識された上で、応募の申請を行

っていただきますようお願いします。 

 

１ 応募の申請者が協会に提出する書類には、如何なる理由があってもその内容に虚偽の記述を

行わないでください。 

２ 協会から補助金の交付決定を通知する前において発注等を行った経費については、交付規程

に定める場合を除き補助金の交付対象とはなりません。 

３ 補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30年法律第 179号）の第29条から第 32条において、刑事罰等を科す旨規定されています。 
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1. 事業の目的と性格  

軽量・柔軟などの特徴を有するペロブスカイト太陽電池は、これまで太陽電池が設置困難であった

場所やインフラ施設等にも設置が可能であり、主な原料であるヨウ素は、我が国が世界シェアの約30%

を占めるなど、再エネ導入拡大や強靱なエネルギー供給構造の実現にもつながる次世代技術です。 

本補助事業は、耐荷重等の制約により従来型の太陽電池では設置が難しかった場所について、ペロ

ブスカイト太陽電池の導入に向けた事前調査（建物耐荷重の調査や現地確認）や、事前調査を踏まえ

た構造物単位での導入計画策定を行う事業を支援することを目的としています。 

 

本補助事業の執行は、法律及び交付規程等の規定により適正に行っていただく必要があります。 

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（以下「適正化法」という。）の規定によるほ

か、本補助事業の交付規程に定めるところに従い実施していただきます。万が一、これらの規定が守

られず、協会の指示に従わない場合には、交付規程に基づき交付決定の取消しの措置をとることもあ

ります。また、事業完了後においても、導入計画の不履行など補助事業の効果が発現していないと判

断される場合には、補助金返還などの対応を求めることがありますので、この点について十分ご理解

いただいた上で、応募してください。 

 

  

・補助事業開始は、交付決定の日以降となります。 

・事業を行った年度終了後２年以内に、本補助事業で策定した導入計画に基づきペロブスカイト太陽

電池を導入すること、ペロブスカイト太陽電池の導入予定と設置完了について補助事業者が自ら公

表することなどが必要です。 

・これらの義務が十分果たされないときは、協会から改善のための指導を行うとともに、事態の重大

なものについては交付決定を取消すこともあります。  
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2. 公募する事業の対象等  

2.1 対象事業の要件 

ペロブスカイト太陽電池の導入に向けた構造物単位での事前調査及び導入計画策定を行う事業であ

って、以下の要件をすべて満たす事業を対象とします。 

（１）の事前調査は本補助事業内で実施することが必須ではありませんが、（２）の導入計画策定は

必ず行うものとします。 

 

（１）事前調査 

ア 調査対象施設等において従来型の太陽光パネルの設置が困難、かつ、ペロブスカイト太陽電

池の設置が可能であることを明らかにするための調査であること。 

イ ペロブスカイト太陽電池の設置可能面積及び設置可能容量を算出すること。 

ウ １施設あたりの調査対象面積が100㎡以上であること。 

エ 建築士など構造設計の専門家による設置の安全性等の判断が可能な調査体制であること。 

 

（２）導入計画策定 

ア 従来型の太陽光パネルの設置が困難な設置場所への、ペロブスカイト太陽電池の導入計画を

策定すること。 

イ ペロブスカイト太陽電池等の設置位置（離隔距離等を考慮した配置）を示し、導入量※、想定

発電量を算出すること。 

※本事業の交付規程 別紙 1 の「１ 対象事業の要件」【設備等導入事業】ア（１）に示

す発電容量以上とすること 

ウ 施工可否確認結果（屋根材等を考慮）、補助事業者が予定しているスケジュール（本導入計

画策定事業を行った年度終了後、２年以内に導入完了するもの）、事業費を示すこと。 

エ 本導入計画策定事業を行った年度終了後２年以内に、策定した導入計画に基づきペロブスカ

イト太陽電池を導入すること。 

オ 本導入計画策定事業を行った年度終了後２年間、ペロブスカイト太陽電池の導入予定と設置

完了について補助事業者が自ら公表すること。 

カ 対象事業において、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23 年法

律第 108 号。以下「再エネ特措法」という。）に基づく固定価格買取制度（以下「FIT」とい

う。）の認定又はFIP（Feed in Premium）制度の認定を取得しない計画を策定すること。 

キ 協会、環境省、経済産業省、及び国土交通省に対し、事業内容等についての情報提供が可能

であり、当該情報について、個人が特定できないよう加工した上で、第三者へ提供されるこ

とや対外的に公表されることに同意できること。 

ク IoT製品のセキュリティ対策として、IP通信機能を有する機器のうち、独立行政法人情報処理

推進機構（IPA）による「セキュリティ要件適合評価及びラベリング制度」(JC-STAR) の取得

対象となる機器については、JC-STAR 適合ラベル取得製品（★１以上）を使用する計画を策

定すること。 

《参考》 

JC-STAR 適合ラベル取得製品かどうかは、以下の IPA のウェブサイト「適合ラベル取

得製品リスト」で確認してください。 

https://www.ipa.go.jp/security/jc-star/list/jc-star-product-list/index.html  

https://www.ipa.go.jp/security/jc-star/list/jc-star-product-list/index.html
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※上記（１）及び（２）では、経済成長やサプライチェーン強靱化、脱炭素などの同時達成

に資するものであり、協会から委託した性能評価機関の評価を受け、性能要件を満たした

ことが確認されたフィルム型ペロブスカイト太陽電池の導入を対象とした調査の実施・導

入計画策定であることが必要です。 

 

なお、（１）の事前調査において、フィルム型ペロブスカイト太陽電池の設置が可能との調査結

果を得て導入計画を策定し、（２）エで要件としたペロブスカイト太陽電池の導入が完了できなか

った場合は、交付した補助金の一部又は全部に相当する額を返還いただくことがあります。ただ

し、フィルム型ペロブスカイト太陽電池の設置が困難と判明した場合を除く。 

 

2.2 補助対象経費 

ペロブスカイト太陽電池の設置を念頭とした検討のための事業を行うために直接必要な以下の経費

が補助対象経費であり、当該事業で使用されたことを証明できるものに限ります。 

≪補助対象経費≫ 

 人件費 ※１ 、 業務費 ※２  

※１ 人件費は時間単価×（作業）時間数で算出し、原則として「環境省所管の補助金等に

係る事務処理手引」を準用すること。なお、その他の算出基準を採用する場合は、そ

の根拠を明確にすること。 

環境省所管の補助金等に係る事務処理手引：https://www.env.go.jp/content/900486777.pdf 

 

※２ 委託料の単価については、原則として国土交通省の「設計業務委託等技術者単価」、

「設計業務等標準積算基準」を準用し、その他の算出基準を採用する場合は、その根

拠を明確にすること。 

その他、詳細は「別表第1」の第3欄を参照してください。 

 

≪補助対象外経費の代表例≫ 

・ＰＣ、ワークステーション、その他の備品類の購入費用 

・ソフトウェア購入費用及び保守・ライセンス費用 

・本補助金への応募・申請手続きに係る経費 

・その他事業の実施に直接関連のない経費 

※詳細は、Q&A集も参照してください。 

 

≪補助事業における利益等排除≫ 

補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社設計等に係る経費がある場合、補助

対象経費の実績額の中に補助事業者自身の利益が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわし

くないと考えられます。 

補助事業において、自社の人件費を計上する場合、（作業）時間数の確認のため従事日誌の作成

が必要となります。また、旅費の計上については、旅行会社や出張者本人への支出証拠書類、航

空券・搭乗券等の証拠帳票、出張報告書等が必要となります。 

なお、本補助金の申請、完了実績報告及び精算払請求等の手続きに係る事務費用は、補助対象

外となります。 

https://www.env.go.jp/content/900486777.pdf
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2.3 補助金の交付額 

補助率は１０分の９です。 

（１）事前調査と（２）導入計画策定を併せて行う場合は、１施設あたりの上限は以下のとおりです。 

区  分 調査対象面積 上限額 

（１）事前調査を実施する

にあたり 

構造計算書がある場合 

１００㎡以上 １００万円 

（１）事前調査を実施する

にあたり 

構造計算書がない場合 

  １００㎡以上 １,０００㎡未満 ４００万円 

１,０００㎡以上 １,５００㎡未満 ４５０万円 

１,５００㎡以上 ５００万円 

（２）導入計画策定のみを行う場合、１施設あたりの上限は５０万円となります。 

 

2.4 補助事業期間 

補助事業期間は、単年度とします。 

※補助事業の実施期間については、「4.2 補助事業の実施における留意事項」の「4.2.3 補助事業の

開始及び完了」を必ず参照ください。 
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2.5 補助事業に応募できる者 

本補助事業に応募できる者は、次に掲げる者のうち、本補助事業を確実に遂行するために必要な経

営基盤を有し、事業の継続性が認められる者とします（代表事業者が直近の決算において債務超過の

場合は、原則として対象外とします）。 

ア 本事業について補助金の交付を申請できる者は、次に掲げる者とします。 

（１）民間企業 

（２）地方公共団体 

（３）独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人 

（４）地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号）第 21条第３号チに規定される業務を行う

地方独立行政法人 

（５）国立大学法人、公立大学法人及び学校法人 

（６）社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人 

（７）医療法（昭和23年法律第205号）第39条に規定する医療法人 

（８）特別法の規定に基づき設立された協同組合等 

（９）一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人 

（10）その他環境大臣の承認を得て協会が認める者 

イ ア（１）の民間企業について、補助金の交付の対象となるのは、交付申請日までに、以下の

すべての取組の実施について表明する者に限ります。 

（１）以下の A 及び B の温室効果ガス排出削減のための取組を実施すること。ただし、地球温

暖化対策推進法における算定報告制度に基づく 2022年度 CO2 排出量が 20万 t 未満の企

業又は中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）に規定する中小企業に該当する企業に

ついては、その他の温室効果ガスの排出削減のための取組の提出をもって、これらに替

えることができる。 

Ａ：2025年度以前分の排出実績に関する実施内容 

なお、GXリーグに参加する場合は、これらの取組を実施するものとみなします。 

（ⅰ）国内における Scope１（事業者自ら排出）・Scope２（他社から供給された電気・

熱・蒸気の使用）に関する排出削減目標を 2030 年度について設定し、本補助事業

実施期間が含まれる年度分の排出実績及び目標達成に向けた進捗状況を、第三者

検証を実施のうえ、毎年報告・公表すること。第三者検証については、「GX リー

グ第三者検証ガイドライン」に則ること。 

（ⅱ）（ⅰ）で掲げた目標を達成できない場合には Jクレジット又は JCM（二国間クレジ

ット制度（Joint Crediting Mechanism））その他国内の温室効果ガス排出削減に貢献

する適格クレジットを調達する、又は、未達理由を報告・公表すること。 

Ｂ：2026年度以降分の排出実績に関する実施内容 

2026年度以降のGXフューチャー・リーグに参加し、排出量実績を報告すること。た

だし、Ａと同様の実施内容に対応している場合、これらの取組を実施するものとみな

します。 

（２）自社の成長（例：コスト競争力の向上や海外市場の獲得）につながる今後の方針を策定

すること。 
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（３）必要な人材の確保に向けた取組（例：継続的な賃上げ）を進めること。 

※代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり、協会が承認した場合を除き、補助事

業として採択された後は変更することはできません。 

※複数の団体による共同事業での応募の場合は、「4.1 補助事業の応募申請に当たっての留

意事項」の「4.1.2 複数の団体による共同事業について」を必ず参照ください。 

※本補助事業に応募できる者は、共同事業者を含め別紙に示す暴力団排除に関する誓約事

項に誓約できる者とします。  
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3. 補助対象事業の選定 

一般公募を行い、応募者から提出された実施計画書等をもとに厳正に審査（書面審査、必要に応じて

Web 会議等によるヒアリング）を行い、以下の項目を総合的に評価し、優れた提案について予算の範

囲内で選定します。 

ア 事業の実施内容やスキーム等の実施計画が事業目的に合致し、実現可能なものであること。 

イ 事業に必要な能力及び実施体制を有していること。また、事業を確実に実施できる経理的基礎

を有すること、又は、事業実施のために必要な資金調達に係る確実な計画を有していること。 

 

選定にあたり以下をご理解ください。 

〇応募申請書の審査において不明点等がある場合は、協会から代表事業者の担当者に電子申請シ

ステムを通じて連絡しますので、迅速な対応をお願いします。 

〇応募要件を満たす提案であっても、提案内容によっては、付帯条件を設定、補助額を減額又は

不採択とする場合もありますのでご了承ください。 

〇審査完了次第、結果を通知しますが、審査結果に対するご意見や問い合わせには対応いたしか

ねます。 

〇選定した事業については、事業者名、事業実施場所を協会ホームページ等で公表します。 
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4. 補助事業の応募申請、実施及び完了後に係る留意事項 

本補助金については、予算の範囲内で交付するものとし、適正化法及びその他の関係法令の規定に

よるほか、本補助事業の交付規程に定めるところによることとします。 

万が一、これらの規定が守られない場合には、事業の中止、補助金の返還などの措置がとられるこ

とがあります。 

また、補助事業が完了した後も、策定した導入計画に基づくペロブスカイト太陽電池の導入や公表

など、補助事業者が順守すべき事項がありますので、制度について十分ご理解いただいた後、応募し

てください。 

 

4.1 補助事業の応募申請に当たっての留意事項 

4.1.1 応募申請 

本補助事業では、応募申請を電子申請システムから行っていただきます。（本事業の公募に対する申

請は、「電磁的方法による提出」のみ受け付けます。） 

具体的な申請手続きは、「5.応募方法について」をご確認ください。 

 

4.1.2 複数の団体による共同事業について 

補助事業を２者以上の事業者が共同で実施する場合は共同で申請するものとし、その代表者（以下

「代表事業者」という。）を補助金の交付の対象者とし、他の事業者を「共同事業者」とします。 

代表事業者は、補助事業を自ら行い、かつ、当該補助事業により財産を取得する場合は、その財産

を取得する者に限ります（本事業の成果物を取得財産等管理台帳に計上し管理する）。 

代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり、協会が承認した場合を除き、補助事業として採

択された後は変更することはできません。 

代表事業者及び共同事業者は、次に掲げる要件をすべて満たす必要があります。 

①共同で補助事業を実施するすべての者が、「2.5 補助事業に応募できる者」に該当すること。 

②代表事業者及び共同事業者は、補助事業の共同実施及び債務の負担等に関する協定、覚書又

は契約等を締結すること。 

 

4.1.3 事業の公表について 

応募に当たって、補助事業者以外の者が実施する際の参考となるよう、環境省が本補助事業を通じ

て得た情報のうち、下表＜公表を検討している情報＞に定める情報について、第三者への情報提供も

含め、公表することに同意していることが必要です。 

※環境省、経済産業省、国土交通省又は協会の求めに応じて公表に必要な情報及び根拠資料を提

出してください。 

※情報の公表に際しては、個社間の契約内容が特定されないよう、平均値や中央値といった統計

処理や、個社名等の詳細情報の削除等を行います。また、企業の競争戦略上、重要と考えられ

る情報についても原則として公表の対象とはせず、環境省（環境省が別に委託する機関を含む）、

経済産業省、国土交通省及び当該企業間での協議を踏まえ、可能な範囲での情報公表にとどめる

こととします。 

ただし、補助事業の採択を受けた事業者（発電事業者及び電力需要家）の名称については、他
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の情報と紐付かない形での公表を行う予定です。 

※ペロブスカイト太陽電池の導入にモデルとなる事業については、個別の採択事業者と調整のう

え、下記＜公表を検討している情報＞に含まれない情報も含め、モデル事業としての広報や事

業内容の周知に協力を求める場合があることに留意してください。 

 

＜公表を検討している情報＞ 

情報の属性 公表を検討している情報 

定量情報 ・契約期間（年数）  

・ペロブスカイト太陽電池の導入予定量及びパワーコンディショナー

（PCS）出力  

・導入予定のペロブスカイト太陽電池モジュールの年間・月間発電量  

・供給予定先の電力需要施設の年間電力消費量に占める供給電力量の割合 

・導入予定のペロブスカイト太陽電池モジュールの設置・施工に要する金額

とその内訳  

・ペロブスカイト太陽電池の導入による二酸化炭素排出削減量 

定性情報 ・計画における発電設備の所在地  

・計画における電力需要施設が立地する一般送配電事業者の区域  

・計画における電力供給に係るフロー・商流 

・ペロブスカイト太陽電池の設置方法・設置場所（屋根材、屋根形状、耐

荷重等） 

注意事項 ・公表を検討している情報の根拠資料（設備仕様書等）の提供を求めるこ

とがあります。 

・その他、事業概要がわかる情報を、環境省（環境省が別に委託する機関

を含む）、経済産業省、国土交通省及び当該企業間での協議を踏まえ、公

表することがあります。 
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4.2 補助事業の実施における留意事項 

4.2.1 交付申請 

公募により選定された事業を実施する者（補助事業者）は、補助金の交付申請書を提出していただ

きます。電子申請システムにより交付申請書を作成するため交付申請書用の文書番号が必要になりま

すので、予め文書番号を用意しておいてください。 

補助金の対象となる費用は、当該年度に行われる事業で、かつ当該年度の1月末日までに支払いが完

了するものとなります。 

 

4.2.2 交付決定 

協会は、提出された交付申請書の内容について以下の事項等に留意しつつ審査を行い、補助金の交

付が適当と認められたものについて交付の決定を行います。 

①申請に係る補助事業の全体計画（資金調達計画、調査計画等）が整っており、準備が確実に行

われていること。 

②補助対象経費には、国からの他の補助金（適正化法第２条第４項第一号に掲げる給付金及び同

項第二号に掲げる資金を含む。）の対象経費を含まないこと。  

 

4.2.3 補助事業の開始及び完了 

補助事業者は協会からの交付決定を受けた後に、事業を開始してください。 

事業の実施に当たって、各種法令の許認可等が必要な場合は、所要の許認可等を得て適切に行って

ください。 

補助事業者が他の事業者等と委託・請負等の契約の締結や発注を行うに当たり、ご注意いただきた

い点は主に以下のとおりです。 

①契約・発注日は協会の交付決定の日以降であること。 

補助事業者は、協会から交付決定を受ける日までの間に、補助事業の実施に係る契約の締結に

向けた準備行為（入札、見積合わせ、落札者決定等）を行うことは認められますが、その契約

締結日又は発注日が交付決定の日より前となる契約等の経費は、補助対象経費として認められ

ませんので、ご注意ください。 

②補助事業の遂行上著しく困難又は不適当である場合を除き、競争原理が働く手続きによって相

手先を決定すること。 

③当該年度に行われた委託・請負等に対して、当該年度の１月末日※までに、委託・請負等の仕様

に適合することの確認検査（以下「検収」という。）並びに対価の支払い及び精算が行われ、補

助事業が完了すること。 

※１月末日が土曜日や日曜日の場合で、当日に支払いの確認ができない場合は、当該日以前

の平日を事業完了日とするなど、確実に当該年度の１月末日までに完了するよう事業スケ

ジュールを立ててください。 

補助事業の完了とは、補助事業の実施に係るすべての委託・請負等が完了し、成果品が契約先から

補助事業者に納入されていることが必要です。 

委託・請負等の完了については、補助事業者は、委託・請負等の相手先から完了届等を受領した上

で検収を行い、検収に合格した委託・請負等の成果に対して、対価の支払い及び精算が行われること

が必要です。 
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4.2.4 補助事業の計画変更等 

補助事業者は、交付決定を受けた補助事業の内容を変更しようとするときは、変更内容によっては、

交付規程に基づく変更交付申請書又は計画変更承認申請書を協会に提出し、変更交付決定や計画変更

承認を得る必要がありますので、協会に必ず事前にご相談ください。 

 

4.2.5 完了実績報告及び補助金額の確定 

補助事業者は、当該年度の補助事業が完了した場合は、補助事業完了後 30 日以内又は当該年度の２

月10日のいずれか早い日までに、完了実績報告書を協会宛てに提出しなければなりません。 

協会は、完了実績報告書を受領した後、書類審査及び必要に応じて現地調査等を行い、事業の実施

成果が交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を決定し、補助事業者に交

付額確定通知を行います。 

 

4.2.6 補助金の支払い 

補助事業者は、協会から交付額確定通知を受けた後、協会に精算払請求書を提出していただきます。

その後、協会から補助金を支払います。 

 

4.2.7 補助金の経理等について 

補助事業の経費については、帳簿及びその他証拠書類を備え、他の経理と明確に区分して経理し、

常にその収支状況を明らかにしておく必要があります。 

これらの帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年の期間、いつでも閲

覧に供せるよう保存しておく必要があります。 
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4.3 補助事業完了後における留意事項 

4.3.1 導入計画に基づく設備導入 

本事業により導入計画を策定した場合、事業を行った年度終了後２年以内に、策定した導入計画に

基づきペロブスカイト太陽電池を導入することが必要になります。 

このペロブスカイト太陽電池の導入が完了できない場合は、交付した補助金の一部又は全部に相当

する額を返還いただく場合がありますので、ご注意ください。 

 

4.3.2 情報の公表等 

本事業により導入計画を策定した場合、事業を行った年度終了後２年間、ペロブスカイト太陽電池

の導入予定と設置完了について補助事業者がホームページ等で自ら公表することが必要になります。 

また、補助事業者は、環境省（又は環境省から委託業務を受託した民間事業者）が必要に応じて行

う情報提供依頼やアンケート調査、ヒアリング調査、現地調査等に協力してください。 
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4.4 事業実施のスケジュール 

スケジュールは、申請書類がすべて整っている場合の一例であり、実際の状況により変わってくる

可能性があります。 

注）本事業においては、応募・事業採択、交付申請・決定、完了実績報告・交付額確定、精算払請

求の補助金交付に係る一連の事務手続きを電子申請システムにより行います。 

  

 年間予定 申請者 協会（ETA） 

公
募
期
間 

公募 

 

 

申請受付 

   

選 

考 

審査 

（随時実施） 

 

採択の決定 

（申請受付から 

約1か月後） 

   

交
付
申
請 

交付申請 

（採択通知後） 

 

交付決定 

   

事
業
の
遂
行
・
検
収
・
支
払
・
完
了
実
績
報
告 

事業の完了 

（翌年1月31日まで

に検収・支払を完

了すること） 

 

 

 

完了実績報告書の 

提出 

 

（事業完了後 30 日

以内または事業の

完了した日の属す

る年度の2月10日

のいずれか早い日

まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
完了実績報告書の審査 

（書類審査、必要に応じ現地調査） 

交付額確定通知 

補助金支払 

（3月31日まで） 

精算払請求書 

作成・提出 

事業開始 

（交付決定の日以降） 

調査・計画策定の契約 

交付規程、公募要領等 

協会ホームページで公開 

交付決定通知 

審査基準に基づき応募書類審査、選考 

（必要に応じて、問い合わせ） 

採択の決定通知（申請受付から約1か月後） 

情報入手 

遂行状況報告 

（必要に応じ、現地調査等を実施） 

交付申請書提出 

完了実績報告書 

作成・提出 

検収・支払 

（翌年1月31日まで） 

交付申請書の審査 

交付規程、公募要領等を基

に応募内容を検討、電子申

請システムから申請 応募受付 

調査・計画策定 
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5. 応募方法について 

本補助事業では、公募に対する応募を、電子申請システムから行っていただきます。本事業の公募

に対する申請は、「電磁的方法による提出」のみ受け付けます。 

応募に当たって、「申請方法」については「5.1 応募方法」を、「提出書類の作成および提出方法」に

ついては「5.3 応募に必要な書類」を参照してください。 

※一部の提出用電子ファイルについては、共通様式が協会ホームページの公募情報（ペロブスカイ

ト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策

定事業【PSC 調査・計画】）に掲載されていますので、ダウンロードして作成してください。共通

様式がない提出書類は、任意に作成してください。 

提出書類の作成にあたって は、「5.3 応募に必要な書類」に従ってください。  

※共通様式電子ファイルについては、「5.3.1 応募に必要な書類」に掲載されている表の欄外注釈を

参照してください。必ず公募中の公募情報ページからダウンロードした電子ファイルを使って応

募書類を作成してください。 

 ※「電子ファイル」とは、Excel、PDF等の電子ファイルを指します。 

 

5.1 応募方法  

申請は、電子申請システムから、公募期間内に行ってください。 

電子申請システムの案内に従って、必要事項を入力するとともに、応募申請（交付申請）に必要な

書類（電子ファイル）は電子申請システムに用意された書類提出欄から提出してください。 

※申請は必ず応募申請者（代表事業者）自身が行ってください。 

※協会が必要と認めた場合を除き、電子メールやファイルサーバ経由での申請や提出は受け付けま

せん。 

※本事業における電子申請システムでは、電子申請サービスのシステムである「LoGo フォーム」を

利用しています。申請にあたっては、電子申請用のLoGoフォームアカウントの登録が必要です。 

原則として、代表事業者がLoGoフォームアカウントを取得し、申請をしてください。 

※電子申請システムによる申請は、下記URLから行ってください。 

入力等の操作については、協会ホームページの公募情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モ

デルの創出に向けた導入支援事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策定事業【PSC 調査・計画】）

に申請マニュアルを掲載しますので、併せて御確認ください。 

申請用URL：https://logoform.jp/form/Evsa/1717547（インターネット） 

https://tb.logoform.st-japan.asp.lgwan.jp/form/Evsa/1717547（LGWAN 自治体向け） 

 

※公募により選定された事業を実施する者（補助事業者）は、補助金の交付申請を提出していただ

きます。電子申請システムによる交付申請書作成のために文書番号が必要になりますので、予め

交付申請書用の文書番号を用意していただき、申請時に登録しておいてください。 

   

https://logoform.jp/form/Evsa/1717547
https://tb.logoform.st-japan.asp.lgwan.jp/form/Evsa/1717547
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5.2 公募期間  

令和８年８月２０日（木）～令和８年１０月１５日（木） 

審査は随時行います。なお、採択額が予定額に達した段階で公募を終了する場合があります。 

（ご注意） 

公募の受付期間以降はいかなる理由があっても応募を受け付けませんので、十分な余裕をも

って応募してください。 
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5.3 応募に必要な書類 

5.3.1 応募に必要な書類 

応募申請に必要な書類及び提出書類ファイル名は、以下のA～Fのとおりです。 

本事業（＜ＰＳＣ調査・計画事業＞）の応募については、「5.1 応募方法」に記載のとおり、電子申

請システムによる申請のみになります（電子申請サービスのLoGoフォームを利用します）。 

なお、下表において「提出ファイル形式」が「電子申請システム」と記載されている提出書類は、

電子申請システムの画面の入力書式に従って直接入力をしていただきます。その他の「Excel」、「PDF」

などは、提出ファイルを電子ファイルで用意していただき、電子申請システムのファイル提出欄から

提出していただきます。 

また、一部の提出ファイルは、様式があらかじめ用意されていますので、協会ホームページの公募

情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業 ②ペロブスカイト事

前調査・計画策定事業【PSC調査・計画】）からダウンロードしたファイルを用いて作成してください。

（詳細は、下表の欄外注釈を参照してください。） 

提出書類及び様式 ファイル名 
提出ファイル 

形式 
備 考 

A A-0応募申請書  
電子申請システム 

電子申請システムの画面から内容を入力

していただきます。 

A-1交付申請書の文書番号   
電子申請システム 

電子申請システムの画面から内容を入力

していただきます。 

B B-1【別紙1】実施計画書  
電子申請システム 

電子申請システムの画面から内容を入力

していただきます。 

B-2-1事業対象施設の地図 B-2-1事業対象施設の地図_

〇〇社 

PDF 

広域図、詳細図及び住所や経路情報（最

寄り駅・バス停、交通手段、所要時間）

等を記載してください 

対象施設が判る様に（1）～（3）の番号

を付与してください。 

B-2-2事業対象施設の写真 B-2-2事業対象施設の写真 

_〇〇社 
PDF 

B-2-1 事業対象施設の地図の航空写真を提

出してください。 

対象施設が判る様に（1）～（3）の番号

をB-2-1に合わせて付与してください。 

B-4実施体制図 B-4実施体制図_〇〇社 

PDF 

など 

事業の窓口、共同事業者、発注先、経理

等、全体を俯瞰できるものを作成し提出

してください。 

導入する設備の保守体制についても記載

してください。 

B-5実施スケジュール C0-1経費内訳【別紙２】・

C0-2経費区分集計表・

C0-3・B-5_〇〇社 
Excel 

C0-1経費内訳【別紙２】・C0-2経費区分

集計表・C0-3・B-5の「B-5実施スケジュ

ール」シートをシート内の記載例を参考

に作成し提出してください。 

C C0-1【別紙2】経費内訳 C0-1経費内訳【別紙２】・

C0-2経費区分集計表・

C0-3・B-5_〇〇社 
Excel 

C0-1経費内訳【別紙２】・C0-2経費区分

集計表・C0-3・B-5の「C0-1 経費内訳」

シート、「C0-2経費区分集計表」シート

及び「C0-3消費税仕入税額控除の取扱い

チェックリスト」シートをシート内の記

載例に従って作成し提出してください。 

C0-2経費区分集計表 

C0-3補助事業に係る消費税仕

入税額控除の取扱いチェ

ックリスト 

C1-3見積書 C1-3見積書_〇〇社 
PDF 

見積書及び労務費・間接費等の根拠資料

を提出してください。 

C1-9補助金振込先口座情報 C1-9補助金振込先口座情報 Jpg 

など 

振込先を希望する金融機関及び口座情報

を証明する写真を提出してください。 



 

17 

提出書類及び様式 ファイル名 
提出ファイル 

形式 
備 考 

D D-3-1耐震強度等の計算書 

※導入計画策定のみを行う

事業を申請する場合 

D-3-1耐震強度等の計算書_

〇〇社 

PDF 

など 

補助事業で導入予定の施設の強度計算書

を提出してください。 

何を根拠にどの数値を採用し計算したの

かわかるようにしてください。 

対象施設が判る様に（1）～（3）の番号

をB-2-1に合わせて付与してください。 

D-3-2構造計算書 

※事業対象施設の構造計算

書がある場合 

D-3-2構造計算書_〇〇社 

PDF 

など 

事業で導入予定の施設の構造計算書等を

提出してください。 

対象施設が判る様に（1）～（3）の番号

をB-2-1に合わせて付与してください。 

E E-1-2共同事業者覚書  

※共同事業者がある場合 

E-1-2共同事業者覚書_〇〇

社 
PDF 

 

F F-1会社概要 F-1会社概要_〇〇社 
PDF 

全事業者（代表事業者・共同事業者）に

ついて提出してください。 

F-2法人登記全部事項証明書 

※地方公共団体は不要 

F-2法人登記全部事項証明書

_〇〇社 PDF 

代表事業者の法人登記全部事項証明書又

は代表者事項証明書を提出してくださ

い。 

F-3代表事業者の財務内容に

関する書類 

F-3代表事業者の財務内容に

関する書類_〇〇社 

PDF 

民間団体が代表事業者として申請する場

合は代表事業者の直近２期の貸借対照表

及び損益計算書を、地方公共団体が申請

する場合は予算書（申請事業に係る関係

部分を抜粋したもので可）を提出してく

ださい。 

F-4 GX推進の取組に関する表

明 

※民間企業が申請する場合

必要 

F-4 GX推進の取組に関する

表明_〇〇社 
Excel 

PDF 

など 

F-4 の様式（Excelファイル）を用いて作成

し提出してください。 

※ファイル名の「〇〇社」は、代表事業者名にしてください。（略称可） 

※以下の提出ファイルは、協会ホームページの公募情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデル

の創出に向けた導入支援事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策定事業【PSC 調査・計画】）から

ダウンロードしたファイルで作成してください。 

・C0-1経費内訳【別紙２】・C0-2経費区分集計表・C0-3・B-5（Excel） 

・F-4 GX推進の取組に関する表明書（Excel） 

※C0-1 経費内訳【別紙２】・C0-2 経費区分集計表・C0-3・B-5（Excel）については、次頁の説明に従っ

て作成してください。 

※別紙に示す「暴力団排除に関する誓約事項」は提出不要ですが、応募申請書の提出をもって誓約事

項に同意したものとします。 
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〇C0-1経費内訳【別紙２】・C0-2経費区分集計表・C0-3・B-5（Excel）ファイルについて 

本ファイルには、以下のファイルが纏められています。 

・提出書類チェックリスト 

・B-5実施スケジュール 

・C0-1経費内訳 

・C0-2経費区分集計表 

・C0-3消費税仕入税額控除の取扱いチェックリスト 

 

協会ホームページの公募情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援

事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策定事業【PSC 調査・計画】）からダウンロードしたファイル

を最初に開いた際には、下記の「（はじめに）本書類の作成について」シートが現れますので、後述の

各提出書類の作成要領と併せてシートの内容を一読のうえ、作成に着手ください。 

 

提出書類チェックリストは以下の記載および提出チェックリストの記載に従って作成してください。 

・応募・交付申請と完了実績報告の提出チェックリストを兼ねています。 

応募・交付申請時には、黒色文字（確認欄（応募・交付）が色付きセル）の書類を提出してく

ださい。 

完了実績報告時には、青文字（（確認欄（完了実績）が色付きセル）の書類を提出してください。 

提出対象外ファイルは「―」としてください。 

・一部の提出ファイルは、事業の実施結果によって応募・申請時から内容が変わる場合がありま

すので、「確認欄（応募・交付）」、「確認欄（完了実績）」どちらも色付きセルになっています。 

事業完了時に変更がなかった場合は「確認欄（完了実績）」は「―」としてください。 

また、他の提出ファイルにおいても変更があった場合は、「〇」として、変更があったことが判

るようにしてください。 

作成したファイルは、電子申請システムのファイル提出欄から提出していただきます。 

  

目次
（シートの並び順）

（はじめに）本書類の作成について

提出書類チェックリスト

C0-3消費税仕入税額控除チェックリスト

事業者名： B-5実施スケジュール

事業名　： C0-1経費内訳

C0-2経費区分集計表

＜記載例＞C0-2経費区分集計表

※提出書類チェックリストで、提出書類のチェックをしてください。
※事業者名と事業名は、LOGOフォームと同じ記載にしてください。
※各シートには、右側の目次からハイパーリンク機能（マウスの左釦
　クリック）で移動できます。各シートからは、A1セルの「◎」を
　左釦クリックで本シートに戻ることができます。

（はじめに）
本書類（Excelファイル）の作成にあたっては、
最初に、下記の記入欄に事業者名（代表事業者）と事業名を
記入し、次に「C0-3消費税仕入税額控除チェックリスト」
を作成してください。
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＜Ａ.応募申請書・交付申請書＞ 

本公募では、電子申請システムの画面から応募申請を行っていただきます。 

 

A-0 応募申請書 

電子申請システムの画面の案内に従い代表事業者情報を入力してください。その内容で応募申請

書とさせていただきます。 

補助事業を２者以上で実施する場合は、代表事業者が申請してください。 

 

A-1 交付申請書の文書番号 

本公募では事業採択と同時に入力いただいた内容をもとに交付申請書を自動作成し電子申請シス

テム内で提出いただきます。以下の記載要領に従って交付申請書の文書番号を電子申請システム画

面から入力してください。 

 

※文書番号について 

文書番号は、申請者と協会の間で取り交わす文書を特定する重要な番号です。 

協会へ提出する書類は、文書番号が重複しないように文書番号を付し管理してください。 

・交付申請書 

・完了実績報告書 

・精算払請求書    など 

 

文書番号の例は以下になります。↓ 

例） ●●●第〇〇〇〇〇〇号 

※●●●には組織や事業が特定できる文字列、○○○には数字 

 

【不適当な例】 

「第００１号」・・・・番号のみでは組織や事業などが特定できません 

「１２３４５６」・・・数字の羅列のみ 
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ペロブスカイト太陽電池設置検討場所 

＜Ｂ.実施計画書＞ 

B-1 実施計画書【別紙１】 

電子申請システムの画面の案内（設問）に沿って、「事業の目的・概要」、「事業の内容」、「調査施

設・調査方法」、「事業の効果」、「実施スケジュール」、「資金計画」、「実施体制」などを入力してく

ださい。 

 

B-2-1 事業実施場所の地図 

導入計画の策定対象となる施設（以下「事業対象施設」といいます。）の場所について、都道府県

内の位置がわかるもの（広域地図）を作成してください。また、事業対象施設周辺の地図、ペロブ

スカイト太陽電池の設置検討範囲を、以下の記載例に従ってわかりやすく作成してください。事業

対象施設が複数ある場合は、施設毎に作成してください（広域地図は一つにまとめていただいても

結構です）。 

周辺地図には、住所、施設名、最寄駅からのアクセスルートをわかりやすく示してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

提出ファイルには、どの事業対象施設か判る様に（1）～（3）の番号を付与してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、事業実施の場所については、自治体発行のハザードマップにより、土砂災害、浸水災害対象地

域であるかを確認のうえ、事前調査および導入計画策定において必要に応じて対策を講じる計画を策定し

てください。 

また、完了実績報告時に、導入計画策定実績書類を提出するにあたって、計画書等にハザードマップ

を添付してください。 

 

  

住所 ：〇〇県△△市□□3-5-1 

施設名：〇〇株式会社本社ビル 

最寄り駅（JR●●線▲▲駅）から

徒歩xx分 
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B-2-2 事業実施場所の写真 

事業実施場所について、現在の利用状況（事業実施場所の状況）がわかる写真（衛星・航空写真

等）を提出してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

提出ファイルには、どの事業対象施設か判る様に（1）～（3）の番号を付与してください。 

 

B-4 実施体制図 

実施する事業の実施体制を図解等で説明してください。  

実施体制図は、補助事業の実施体制・組織及び保守・管理体制・設計・調査等の発注先、協会へ

の窓口等について記入したものを作成してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

（参考例） 

 

※代表事業者は、補助事業を自ら行う者に限ります。（交付規程 第３条第３項）  
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B-5 実施スケジュール 

協会ホームページの公募情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向け

た導入支援事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策定事業【PSC 調査・計画】）からダウ

ンロードした「C0-1 経費内訳【別紙２】・C0-2 経費区分集計表・C0-3・B-5」（Excel ファ

イル）の「B-5 実施スケジュール」シートを同シート内の記載要領に従って作成してくだ

さい。 

スケジュールはできるだけ細分化して記載してください。 

事業の内容に合わせて工程名はわかりやすく記載してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

※事業実施期間は、当該年度の1月末までです。この期間内で事業を完了する計画にしてください。 

※検収・支払、完了実績報告書提出日は、必ず記入してください。 

  

B-5

1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20 1 10 20

1. 補助金申請関係     ▼公募締め切り日（〇/〇）

(1) 応募申請 ▼

(2) 交付申請 ▼

(3) 事業開始・完了 ▼ 1/31

(4) 完了実績報告書提出 ▼ 2/10

(5)

2. 契約関係

(1) 業者選定 ▼

(2) 契約・発注 発注 ▼ 完了・納品

(3) 検収 ▼ 検収

(4) 支払 ▼ 前金 ▼ 1/30

(5)

3. 事業の対象施設ごとのスケジュール

現地調査

構想設計

計画策定

実施スケジュール
事業者名

【令和８年度】

事業名

3月9月 10月 11月 12月 R9年1月

事
業
の
対
象
施
設
⑵

8月
内容

R8年4月 5月 6月

事
業
の
対
象
施
設
⑶

2月7月

事
業
の
対
象
施
設
⑴

交付決定日以降に契約してください。

1月末までに支払完了が必要です

事業完了から30日以内もしくは2月10日の

いずれか早い日までに提出が必要です。

支払完了が事業完了日です。

事業完了期日は１月末日です

検収後、速やかに請求書を入手し支払ういを行ってください。

請求書の日付は、検収日以降である必要があります。

矢印は2.25ptで黒色としてください

業者選定は交付決定前に行って構いません。

発注は交付決定日以降です

事業者名・事業名を記載ください。識別番号は応募時は未定ですので、記載不要です。

事業の共通項目は、1.、2.へ記載し、事業の対象施設毎に関わる項目は3.へ記載してください。

必要に応じて行削除・挿入をしてください。
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＜Ｃ.経費関係書類＞ 

C0-1 経費内訳【別紙２】・C0-2 経費区分集計表 

協会ホームページの公募情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向け

た導入支援事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策定事業【PSC 調査・計画】）からダウ

ンロードした「C0-1 経費内訳【別紙２】・C0-2 経費区分集計表・C0-3・B-5」（Excel ファ

イル）の「C0-1 経費内訳」シートと「C0-2 経費区分集計表」シートを以下の手順で作成し、

電子申請システムの画面の案内に従って提出してください（ファイルの分割やシートの削

除はしないでください）。 

(1) C0-2経費区分集計表 

シート内の記載要領に従って以下のとおり作成してください。 

・経費区分集計表は、事業で必要な経費を記入してください。 

・事業対象施設が複数ある場合は、事業対象施設毎に経費区分集計表を作成してください。 

・交付規程「別表第２」の経費区分に合わせ、見積書の内容を一覧表にまとめてください。 

・見積書が複数枚ある場合は各々を一覧表に記入してください。 

 

※「消費税等相当額を補助対象経費に含めて補助金額を算定できるもの」に該当する事業者は、

消費税の欄に消費税額を記載してください。（該当するか否かについては、C0-3 補助事業に係

る消費税仕入税額控除の取扱いチェックリストで確認をしてください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) C0-1 経費内訳 

「C0-2 経費区分集計表」の集計結果が「C0-1 経費内訳」シートへ経費区分ごとに転記さ

れますので、シート内の記載要領に従って、金額が正しく転記されていること及び「C0-1

経費内訳」の様式に沿った正しい結果になっているか確認してください。 

寄付金その他の収入がある場合は、「所要経費」の「(2) 寄付金その他の収入」欄に記入してください。 

なお、「(2) 寄付金その他の収入」がある場合は、事前に協会までご相談ください。 

 

  

事業年度

事業者名

事業名

事業の対象施設（1）

業務費 事務費

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

0 0 0 0 0 0

事業の対象施設（1）
令和8年度

項目

補助対象経費 [円]

C0-2経費区分集計表

内容
補助対象

経費合計

(D)
業務費

No.

内訳

合計 [円]

(F)=

(D)+(E)規格
数量

(A)

単価 [円]

(B)
事務費

補助対象

外経費

[円](E)

金額 [円]

(C)=

(A)×(B)

※根拠資

料（見積

書等）No.

事業の対象施設（1）の計

〇費用は内容がわかるように具体的に記載してください（「一式」は使用しないでください）。 

〇経費区分集計表と見積書等の関係を明示し、数字が確認できるようにしてください。 

〇見積書や金入り設計書などから名称・数量・金額などを転記してください。 

〇補助対象外経費は「補助対象外経費」欄に転記してください。 

〇「事務費」を計上する場合は、事業を行うために直接必要な事務に要する経費であることがわか

る理由書（様式任意・A4 一枚程度）を作成してください。 
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C0-3 補助事業に係る消費税仕入税額控除の取扱いチェックリスト 

協会ホームページの公募情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向け

た導入支援事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策定事業【PSC 調査・計画】）からダウ

ンロードした「C0-1 経費内訳【別紙２】・C0-2 経費区分集計表・C0-3・B-5」（Excel ファ

イル）の「C0-3 補助事業に係る消費税仕入税額控除の取扱いチェックリスト」シートによ

り、消費税の扱いを確認し、電子申請システムの画面の案内に従って提出、及び経費の取

り扱いをしてください。 

※消費税及び地方消費税相当額は、原則、補助対象経費から除外して補助金額を算定し、申請

していただく必要がありますが（交付規程第４条第２項）、補助対象経費に含めて応募申請で

きる場合もあります。 

 

C1-3 見積書 

申請時に有効な見積書を提出してください（発行日、有効期限等の記載が必要です）。 

見積書の件名は、本補助事業に係るものであることがわかるものにしてください。 

金額の内訳がわかる書類（見積書（又は計算書）及び見積明細書）を添付してください。 

見積金額には、税込・税抜き等の記載が必要です。 

見積明細書 

・費用は内容がわかるように具体的に記載してください（「一式」は使用しないでください）。 

・労務費は、計算式（単価×人工）を記載するとともに、単価の根拠資料を添付してください。 

・共通仮設費・現場管理費・一般管理費などの算出根拠及び導出式などを明確にしてください。 

（計算結果の金額のみでなく、算出経緯が確認できるように数式や共通費率の算出式及び

各共通費の金額が俯瞰できるように表などに纏めてください。） 

・単価は、公共工事設計労務単価表、公共建築工事積算基準などを参考のうえ算出し、算出の

根拠となる資料を添付してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随意契約を行う場合について 

補助事業において、随意契約を行う場合は、随意契約に至った理由や経緯を説明する随意契約

関係書類を、申請時（遅くとも交付決定まで）に提出していただく必要があります。 

見積書例 見積明細書例 
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なお、「社内規定で決まっている」、「単に当該業務に精通している」、「慣例による」等の理由は、

随意契約とする理由として認められませんので、ご注意ください。 

C1-9 補助金振込先口座情報 

補助金の支払い時に振り込みを希望する口座の、金融機関名、店番、口座番号、口座名義人がわ

かる通帳又はキャッシュカード写真を提出してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 
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（参考）官庁施設の設計業務等積算基準（設計業務等委託） 

見積書には設計業務等委託料の内訳を記載してください。 

設計業務委託等技術者単価は最新のものであることを確認してください。 

参考URL（令和8年度）：https://www.mlit.go.jp/tec/content/001981914.pdf 

参考URL：https://www.mlit.go.jp/gobuild/content/001877675.pdf  

https://www.mlit.go.jp/tec/content/001981914.pdf
https://www.mlit.go.jp/gobuild/content/001877675.pdf
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＜Ｄ.図面・仕様書類＞ 

D-3-1 耐震強度等の計算書 

導入計画策定のみを行う事業を申請する場合は、必ず提出していただく資料です。 

提出ファイルには、どの事業対象施設のものか判る様に（1）～（3）の番号を付与してください。 

補助事業で導入予定の設備の強度計算書は、何を根拠にどの数値を採用し計算したのかわかるよ

うにしてください。 

計算書には、耐震強度等を判断した箇所にマーカーなどで印をつけてわかりやすくしてください。 

事業対象施設の耐荷重が確認できる資料を提出してください。構造計算書による場合は D-3-2 で構

造計算書を提出してください。構造計算書以外で確認した場合は、構造設計一級建築士等が確認し

た内容がわかる資料を提出してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

D-3-2 構造計算書 

事業対象施設の構造計算書がある場合には、必ず提出してください。 

提出ファイルには、どの事業対象施設のものか判る様に（1）～（3）の番号を付与してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

 

＜Ｅ.その他の資料＞ 

E-1-2 共同事業者覚書 

複数の団体が共同で申請する場合、代表事業者と共同事業者間の役割分担及び債務負担等に関す

る協定、覚書、契約の写しを提出してください。 

※覚書には、事業で導入する設備の処分制限期間が終了するまでの期間にわたって、共同で事

業を行う等、事業継続に関する記述も盛り込んでください。 

応募時に未締結の場合は、覚書の案を提出し、完了実績報告時までに締結し、押印・発効済の書

類の写しを提出してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 
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＜Ｆ.事業者に関連する書類等＞ 

F-1 会社概要 

代表事業者・共同事業者の概要・事業内容等がわかるパンフレット等を提出してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

F-2 法人登記全部事項証明書 

代表事業者の法人登記全部事項証明書（発行後３か月以内のものに限る。）の写しを提出してくだ

さい。代表事業者が地方公共団体の場合は不要です。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

F-3 代表事業者の財務内容に関する書類 

民間団体が代表事業者として申請する場合は、代表事業者の単体ベースの直近の２決算期の貸借

対照表及び損益計算書を提出してください（連結がある場合は、連結決算も併せて提出してくださ

い）。 

応募時に、法人の設立から１会計年度を経過していない場合は、申請年度の事業計画及び収支予

算を提出してください。また、法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、２会計年度を経過して

いない場合は、直近の１決算期に関する貸借対照表及び損益計算書を提出してください。 

直近の２決算期において債務超過が見られる場合、事業継続性を担保できる措置を講じるととも

に、その確証となる書類を提出してください（該当する場合は、協会にご相談ください）。 

地方公共団体が申請する場合は、予算書（申請事業に係る関係部分を抜粋したもので可）を提出

してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

F-4 GX推進の取組に関する表明 

民間企業が申請する場合は、必ず提出してください。 

協会ホームページの公募情報（ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支

援事業 ②ペロブスカイト事前調査・計画策定事業【PSC 調査・計画】）からダウンロードした

「F-4 GX推進の取組に関する表明」（Excelファイル）を用いて、GX推進の取組についての表明書を

作成し、提出してください。 

地球温暖化対策推進法における算定・報告・公表制度に基づく 2022年度二酸化炭素排出量が 20万

ｔ未満の企業又は中小企業基本法に規定する中小企業に該当する企業で、温室効果ガスの排出削減

のための取組の提出をもって、「2.5 補助事業に応募できる者」の「ア 民間企業」に係る（ア）Ａ

及びＢの取組に替える場合は、その取組内容についての資料も提出してください。 

提出は電子申請システムの画面の案内に従って行ってください。 

 

5.3.2 提出に当たっての注意事項 

提出する資料のデータ容量は十分に注意してください。 

データを圧縮する場合は、zipファイルを使用してください。 

提出資料には、資料ごとにファイル名を付けてください。 
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6. お問合せ先  

公募全般についてのお問合せは、協会ホームページの「お問合せ」フォームから、又は電子メールで

お願いします。電話でのお問合せは受け付けておりません。 

 

＜「お問合せ」フォームから＞ 

協会ホームページ（https://www.eta.or.jp/index.php）右上の「お問合せ」からお問合せページに移り、

ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業（ペロブスカイト）の「お

問合せ」ボタンをクリックすると、「お問合せ」フォームのページになります。 

必要事項を記入して送信してください。 

 

＜電子メールでのお問合せ＞  

電子メールでのお問合せの場合は、メール件名は以下のとおり記載し、メール本文で、「申請を予

定している事業の概要」と「問合せ内容」を具体的に記載してください。 

また、メール末尾には、ご担当者の連絡先（団体名、所属、氏名、電話番号、メールアドレス）

を必ず記載してください。 

メール件名：【団体名】ペロブスカイト事業について  

（団体名を、お問合せいただく会社・団体等の名称に変更して送信してください。） 

お問合せメールアドレス：pero-gx@eta.or.jp  

 

＜担当＞  

一般社団法人 環境技術普及促進協会 業務部 業務第３グループ 

※お問合せの内容によっては、回答まで１週間程度の時間を要する場合があります。 

※お問合せの内容について、当協会担当者から電話で確認する場合があります。 

 

  

https://www.eta.or.jp/index.php
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別表 

別表第１ 

１ 補助事業 

の区分 

２ 補助事業 

の内容 
３ 補助対象経費 ４ 基準額 ５ 交付額の算定方法 

ペロブスカイ

ト太陽電池の

社会実装モデ

ルの創出に向

けた導入支援

事業 

ペロブスカイ

ト太陽電池等

の導入に向け

た事前調査や

計画策定を行

う事業 

ペロブスカイト太陽

電池の設置を念頭と

した検討のための事

業を行うために必要

な人件費及び業務費

（賃金、報酬・給

料・職員手当（地方

公共団体において会

計年度任用職員へ支

給されるものに限

る）、社会保険料、

諸謝金、光熱水料、

会議費、旅費、印刷

製本費、通信運搬

費、手数料、委託

料、使用料及賃借料

及び消耗品費）等で

あって別表第２に掲

げる経費並びにその

他必要な経費で協会

が承認した経費 

協会が必要

と認めた額 

ア 総事業費から寄付金その他

の収入額を控除した額を算

出する。 

イ 第３欄に掲げる補助対象経

費と第４欄に掲げる基準額

とを比較して少ない方の額

を選定する。 

ウ アにより算出された額とイ

で選定された額とを比較し

て少ない方に10分の９を乗

じて得た額を交付額とす

る。ただし、算出された額

に、1,000円未満の端数が生

じた場合には、これを切り

捨てるものとし、交付額の

上限は１施設当たり500万

円とする。 
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別表第２ 

１ 区分 ２ 費目 ３ 細分 ４ 内   容 

工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（直接工事費） 

材料費 

 

 

 

 

 

 

労務費 

 

 

 

 

 

 

直接経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（間接工事費） 

共通仮設費 

 

 

 

 

 

 

 

現場管理費 

 

 

 

 

 

 

事業を行うために直接必要な材料の購入費をいい、こ

れに要する運搬費、保管料を含むものとする。この材料

単価は、建設物価（建設物価調査会編）、積算資料（経済

調査会編）等を参考のうえ、事業の実施の時期、地域の

実態及び他事業との関連を考慮して事業実施可能な単価

とし、根拠となる資料を添付すること。 

 

本工事に直接必要な労務者に対する賃金等の人件費を

いう。この労務単価は、毎年度農林水産、国土交通の２

省が協議して決定した「公共工事設計労務単価表」を準

用し、事業の実施の時期、地域の実態及び他事業との関

連を考慮して事業実施可能な単価とし、根拠となる資料

を添付すること。 

 

事業を行うために直接必要とする経費であり、次の費

用をいう。 

①特許権使用料（契約に基づき使用する特許の使用料及

び派出する技術者等に要する費用） 

②水道、光熱、電力料（事業を行うために必要な電力電

灯使用料及び用水使用料） 

③機械経費（事業を行うために必要な機械の使用に要す

る経費（材料費、労務費を除く。）） 

④負担金（事業を行うために必要な経費を契約、協定等

に基づき負担する経費、系統を用いて供給する事業の

場合は送配電事業者の有する系統への電源線、遮断

機、計量器、系統設備に対する工事費負担金（1.35 万

円/kWを上限とする。）） 

 

 

次の費用をいう。 

①事業を行うために直接必要な機械器具等の運搬、移動

に要する費用 

②準備、後片付け整地等に要する費用 

③機械の設置撤去及び仮道布設現道補修等に要する費用 

④技術管理に要する費用 

⑤交通の管理、安全施設に要する費用 

 

請負業者が事業を行うために直接必要な現場経費であ

って、労務管理費、水道光熱費、消耗品費、通信交通費

その他に要する費用をいい、類似の事業を参考に決定す

る。 
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設備費 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

付帯工事費 

 

 

 

機械器具費 

 

 

 

測量及試験費 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般管理費 請負業者が事業を行うために直接必要な諸給与、法定

福利費、修繕維持費、事務用品費、通信交通費をいい、

類似の事業を参考に決定する。 

 

本工事費に付随する直接必要な工事に要する必要最小

限度の範囲で、経費の算定方法は本工事費に準じて算定

すること。 

 

事業を行うために直接必要な建築用、小運搬用その他

工事用機械器具の購入、借料、運搬、据付け、撤去、修

繕及び製作に要する経費をいう。 

 

事業を行うために直接必要な調査、測量、基本設計、

実施設計、工事監理及び試験に要する経費をいう。ま

た、補助事業者が直接、調査、測量、基本設計、実施設

計、工事監理及び試験を行う場合においてこれに要する

材料費、労務費、労務者保険料等の費用をいい、請負又

は委託により調査、測量、基本設計、実施設計、工事監

理及び試験を施工する場合においては請負費又は委託料

の費用をいう。 

 

事業を行うために直接必要な設備及び機器の購入並び

に購入物の運搬、調整、据付け等に要する費用をいう。 

 

事業を行うために直接必要な機器、設備又はシステム

等に係る調査、設計、製作、試験及び検証に要する経費

をいう。また、補助事業者が直接、調査、設計、製作、

試験及び検証を行う場合においてこれに要する材料費、

人件費、水道光熱費、消耗品費、通信交通費その他に要

する費用をいい、請負又は委託により調査、設計、製

作、試験及び検証を行う場合においては請負費又は委託

料の費用をいう。 

 

事業を行うために直接必要な事務に要する社会保険

料、賃金、報酬・給料・職員手当（地方公共団体におい

ては会計年度任用職員へ支給されるものに限る。）、諸謝

金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及賃借料、

消耗品費、備品購入費及び系統連系申請費をいい、内容

については別表第３に定めるものとする。 

事務費は、工事費、設備費及び業務費の金額に対し

て、次の表の区分毎に定められた率を乗じて得られた額

の合計額の範囲内とする。 

 

 

 

 

号 区      分 率 

１ ５，０００万円以下の金額に対して ６．５％ 

２ ５，０００万円を超え１億円以下の金額に対して ５．５％ 

３ １億円を超える金額に対して ４．５％ 
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別表第３ 

１ 区分 ２ 費目 ３ 細目 ４ 細分 ５ 内  容 

事務費 事務費 社会保険料 

 

 

 

 

賃金 

報酬・給料・

職員手当 

 

 

 

諸謝金 

 

 

 

旅費 

 

 

 

需用費 

 

 

 

役務費 

 

 

委託料 

 

 

 

 

使用料及賃借

料 

 

 

消耗品費 

備品購入費 

 

 

 

 

系統連系申請

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印刷製本費 

 

 

 

通信運搬費 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な労務者に対する社会保険料と事業主負担保険料

をいい、使途目的、人数、単価及び金額がわかる

資料を添付すること。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な労務者（地方公共団体においては会計年度任用

職員に限る。）に対する給与をいい、雇用目的、内

容、人数、単価、日数及び金額がわかる資料を添

付すること。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な諸謝金をいい、目的、人数、単価、回数が分か

る資料を添付すること。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な交通移動に係る経費をいい、目的、人数、単

価、回数及び金額がわかる資料を添付すること。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な設計用紙等印刷、写真焼付及び図面焼増等に係

る経費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な郵便料等通信費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な業務の一部を外注する場合に発生する特殊な技

能又は資格を必要とする業務に要する経費をい

う。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な会議に係る会場使用料（借料）をいい、目的、

回数及び金額がわかる資料を添付すること。 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な事務用品類、参考図書、現場用作業衣等雑具類

の購入のために必要な経費をいい、使途目的、品

目、単価、数量及び金額がわかる資料を添付する

こと。 

 

本補助事業に関する系統連系を一般送配電事業

者又は配電事業者に申請するために必要な経費を

いう。 
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別紙 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たっ

て、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約

します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとな

っても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合

は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である

場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第二号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第六号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係

を有しているとき。 
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更新履歴 

更新日 頁 項目 更新内容 

令和８年８月２０日初版    

 

 


